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令和８年度　東大阪市下水道事業会計予算

（総　　則）

第１条 　令和８年度東大阪市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 　業務の予定量は、次のとおりとする。

268,700 戸

49,603,000 ㎥

135,000 ㎥

4,353,747 千円

964,516 千円

（収益的収入及び支出）

第３条 　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 １ 款　　下 水 道 事 業 収 益 16,968,904 千円

第 １ 項 14,547,671 千円

第 ２ 項 2,421,233 千円

第 １ 款　　下 水 道 事 業 費 用 16,438,791 千円

第 １ 項 14,854,537 千円

第 ２ 項 1,544,254 千円

第 ３ 項 40,000 千円

公 共 下 水 道 整 備 事 業

流域下水道建設負担金

下 水 道 使 用 戸 数

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

建 設 改 良 事 業 の 概 要

（ロ）

（１）

（２）

（３）

（４）

（イ）

収　　　　　　入

支　　　　　　出

予 備 費

営 業 外 費 用

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 収 益
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     （資本的収入及び支出）

第４条

第 １ 款　　資　本　的　収　入 7,355,176 千円

第 １ 項 4,681,400 千円

第 ２ 項 1,266,000 千円

第 ３ 項 1,406,040 千円

第 ４ 項 1,736 千円

第 １ 款　　資  本  的  支  出 15,064,844 千円

第 １ 項 5,334,560 千円

第 ２ 項 9,710,284 千円

第 ３ 項 20,000 千円

     （債務負担行為）

第５条 　 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。

公 共 下 水 道 事 業
（令和８年度分）

令和９年度まで 925,000千円　

企 業 債

事　　　　項

5,830,781千円、減債積立金1,568,716千円で補てんするものとする。）。

支　　　　　　出

期　　　　間

公 共 下 水 道 事 業
（令和８年度分）

令和１０年度まで 2,000,000千円　

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める （資本的収入額が、

資本的支出額に対し不足する額 7,709,668千円は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額 310,171千円、当年度分損益勘定留保資金

限　　度　　額

国 庫 補 助 金

他 会 計 出 資 金

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

工 事 負 担 金

予 備 費

収　　　　　　入
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  （企　業　債）

第６条 　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

資　金
区　分

償還方法

年6.0%以内

  （一 時 借 入 金）

第７条 　一時借入金の限度額は、 10,000,000千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費

の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、またはこれら以外の経費をこ

れらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（２） 千円

  （他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業費用の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額

は、267,000千円である。

43

902,067

左記の条件の範囲
内において、借入
先に融通条件があ
る場合、その条件
に従うことができ
る。但し、財政の
都合により、償還
期限及び据置期間
を短縮し、若しく
は繰上償還または
低利に借り換える
ことができる。

年　　賦
ま た は
半 年 賦

元利均等
ま た は
元金均等

５年以内

交 際 費

起債の
目　的

限　度　額
起債の
方　法

利率

職 員 給 与 費

資 本 費
平準化債

1,000,000千円

下 水 道
建設事業

3,681,400千円 ４０年以内

２０年以内

普通貸借

ま た は

証券発行

政　府

機　構

その他

（但し、利率
見直し方式で
借り入れる政
府資金及び
地方公共団
体金融機構
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率）

そ　の　他
左のうち
据置期間

償　　還　　の　　方　　法

償還期限

３年以内
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　考

１． 下水道事業収益   16,968,904

１． 営 業 収 益   14,547,671

１． 下 水 道 使 用 料    6,856,424 下水道使用料

２． 他 会 計 負 担 金    7,457,000 雨水処理負担金

３． 受 託 事 業 収 益      233,820 流域調節池維持操作等受託

４． そ の 他 営 業 収 益          427 手数料及び雑収益

２． 営 業 外 収 益    2,421,233

１． 受 取 利 息        7,579 預金利息

２． 他 会 計 補 助 金      267,000 一般会計補助金

３． 長 期 前 受 金 戻 入    2,134,282
地方公営企業法施行規則の
規定により償却した長期前
受金

４． 雑 収 益       12,372
下水道敷使用料、その他雑
収益

令和８年度　東大阪市下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　入

項 目款
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　考

１． 下水道事業費用   16,438,791

１． 営 業 費 用   14,854,537

１． 管 き ょ 費      871,816
管きょの維持管理に要する
費用

２． ポ ン プ 場 費      432,913
ポンプ場施設の維持管理に
要する費用

３． 水 質 規 制 費       49,343
排水の規制及び除害施設の
指導等に要する費用

４． 普 及 促 進 費      105,298
水洗化促進並びに排水設備
の指導等に要する費用

５． 維持管理負担金等    4,499,540
大阪府流域下水道及び大阪
市への下水処理負担金

６． 受 託 事 業 費      197,701
他会計事業の受託に要する
費用

７． 業 務 費      422,681
使用料及び受益者負担金の
徴収等に要する費用

８． 総 係 費      330,181 事業全般に要する費用

９． 減 価 償 却 費    7,825,723 固定資産に係る減価償却費

１０． 資 産 減 耗 費      119,341 固定資産に係る除却費

２． 営 業 外 費 用    1,544,254

１．
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

   1,442,635 企業債及び一時借入金利息

２．
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

      89,107

３． 雑 支 出       12,512 上記以外の営業外費用

３． 予 備 費       40,000

１． 予 備 費       40,000

支　　　　　　　　　　　　出

項 目款
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　考

１． 資 本 的 収 入    7,355,176

１． 企 業 債    4,681,400

１． 企 業 債    4,681,400
下水道建設事業債・資本費
平準化債

２． 他 会 計 出 資 金    1,266,000

１． 他 会 計 出 資 金    1,266,000 一般会計出資金

３． 国 庫 補 助 金    1,406,040

１． 国 庫 補 助 金    1,406,040
下水道建設事業に対する国
庫補助金

４． 工 事 負 担 金        1,736

１． 受 益 者 負 担 金        1,736 受益者負担金

（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　考

１． 資 本 的 支 出   15,064,844

１． 建 設 改 良 費    5,334,560

１． 公共下水道事業費    4,353,747
公共下水道建設事業に要す
る費用

２．
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

     964,516 流域下水道建設負担金

３． 有形固定資産購入費       15,597 固定資産購入に要する費用

４． 無形固定資産購入費          700

２． 企 業 債 償 還 金    9,710,284

１． 企 業 債 償 還 金    9,710,284 企業債償還元金

３． 予 備 費       20,000

１． 予 備 費       20,000

款 項 目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　　出

項 目款
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金の増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

△ 1,618,217

10,270,204

8,651,987

1,266,000

△ 3,762,884

△ 9,710,284

4,681,400

△ 3,750,542

1,278,219

1,594

△ 4,318,716

△ 711,639

5,895,209

△ 77,451

7,330,265

7,579

△ 1,442,635

△ 170,728

1,403

418

△ 2,134,282

△ 7,579

1,442,635

119,341

66,238

4,605

令和８年度　東大阪市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位：千円）

259,942

7,825,723
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　１．総　　括

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 法定福利費 合　計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(0)

<2>

[4]

2 78 1,144 359,235 400,999 761,378 140,689 902,067

(1)

<0>

[2]

2 79 1,158 340,082 342,087 683,327 129,248 812,575

(△1)

<2>

[2]

－ △ 1 △ 14 19,153 58,912 78,051 11,441 89,492

※(   )内の数値は、再任用短時間職員の人数を外書き

※<   >内の数値は、任期付短時間職員の人数を外書き

※[ 　]内の数値は、会計年度任用職員の人数を外書き

扶養手当 地域手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 特殊勤務手当 管理職手当

(千円) (千円) （千円） (千円) (千円) (千円)

14,706 47,378 15,704 479 40 21,950

11,460 40,927 17,873 352 40 20,561

3,246 6,451 △ 2,169 127 － 1,389

管理職員特別 期末手当 勤勉手当 通勤手当 住居手当 退職給付費

勤務手当（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

335 97,983 80,257 14,655 9,018 98,494

443 88,551 72,402 12,247 7,938 69,293

△ 108 9,432 7,855 2,408 1,080 29,201比　較

前年度

比　較

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区分

本年度

区分

本年度

前年度

前年度

比較

給　与　費　明　細　書

区　分

職員数 給　　与　　費

本年度
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　２．給料及び手当の増減額の明細

増 減 額

(千円)

給与改定に
伴う増分

10,012

その他の
増減分

9,141

退職給付費
の増分

29,201

制度改正に
伴う増分

6,147

給与改定に
伴う増分

7,683

その他の
増減分

14,511

区　 分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　明
(千円)

給 　料 19,153
民間給与との較差に基づく給与改定
　給与の平均改定率　3.3%
　給与改定実施時期　令和7年4月1日

期末・勤勉手当支給月数引上げ
　定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員以外
　　　　　　　　6月　　　12月　　　 計
　　本年度　 　2.325月　 2.325月　  4.65月
　　前年度　   2.3　月　 2.3  月　  4.6 月

　定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員
　　　　　　　　6月　　　12月　　 　計
　　本年度　 　1.225月　 1.225月　  2.45月
　　前年度　   1.2  月　 1.2  月　  2.4 月

地域手当の支給割合を引上げ（本年度以降12%）
配偶者に係る扶養手当を廃止
子に係る扶養手当を増額（本年度以降13,000円）
駐車場等の利用に対する通勤手当を新設（上限5,000円）

手　当 57,542
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　３．給料及び手当の状況

　　(１)  職員一人当たり給与

平 均 給 料 月 額 (円) 348,661

平 均 給 与 月 額 (円) 454,426

平 均 年 齢 (歳) 41.3

平 均 給 料 月 額 (円) 332,157

平 均 給 与 月 額 (円) 432,051

平 均 年 齢 (歳) 40.0

　　(２)  初　　任　　給

(円) (円)

高　校　卒 213,100 213,100

大　学　卒 237,600 237,600

区　　　　　　　　　　　　　　　分
事 務 ・ 技 術 職 員

（ 企　業　職 ）

８年１月１日現在

７年１月１日現在

区　　分
事 務 ・ 技 術 職 員

（ 企　業　職 ）
一般会計の制度

（ 一 般 行 政 職 ）
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　　(３)  級　別　職　員　数

９ 級

８ 級

７ 級

６ 級

５ 級

４ 級

３ 級

９ 級

８ 級

７ 級

６ 級

５ 級

４ 級

３ 級

※(   )内の数値は、再任用短時間職員の人数を外書き

　　(級別の基準となる職務) 

区　分 ９級 ７級 ５級 ２級

企業職 局長級 部次長級 総括主幹級

区　　　　分
事 務 ・ 技 術 職 員 （ 企　業　職 ）

級 職　　員　　数 構　　成　　比
(人) (％)

6 8.2

8 11.0

８年１月１日現在

－ －

1 1.4

10 13.7

18 24.6

20 27.4

１ ・ ２ 級
(1) (100.0)
10 13.7

７年１月１日現在

－ －

1 1.3

計
(1) (100.0)
73 100.0

6 7.9

8 10.5

12 15.8

12 15.8

22 28.9

１ ・ ２ 級
(2) (100.0)
15 19.8

８級 ６級 ４級 ３級 １級

計
(2) (100.0)
76 100.0

部長級 課長級 主査 主 任 一般職
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　　(４)  特　殊　勤　務　手　当

(％)

　　(５)  期　末　手　当　・　勤　勉　手　当

職制上の段階・職務の

６月　(月分) １２月　(月分)
級等による加算措置

(1.225) (1.225)
2.325 2.325

(1.2) (1.2)
2.3 2.3

一般会計 (1.225) (1.225)
の 制 度 2.325 2.325

※(   )内の数値は、再任用職員分

　　平　　　均　　　支　　　給　　　月　　　額

前年度
(2.4)

　　代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 災害応急業務手当

　　支　給　対　象　職　員　１　人　当　た　り
(円) －

本年度
(2.45)

有
4.65

区　分
支 給 期 別 支 給 率

区　　　　　　　　　　　　分
事 務 ・ 技 術 職 員

（ 企　業　職 ）

　　給　料　総　額　に　対　す　る　比　率 －

　　支　給　対　象　職　員　の　比　率
(％) －

　　（ ８年 １ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 率 計
備　考

（月分）

有
4.6

(2.45)
有

4.65
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　　(６)  定年退職に係る退職手当

２０年 ２５年 ３５年 その他の

勤続の者 勤続の者 勤続の者 最高限度 加算措置等 備　考

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　　(７) そ　の　他　の　手　当

区　　　　分

定　　年　　退　　職

一 般 会 計 の 制 度
24.586875 33.27075 47.709

(　支　給　率　等　)

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

47.709

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　じ

地　　域　　手　　当 同　　　　　　　じ

管理職員特別勤務手当 同　　　　　　　じ

住　　居　　手　　当 同　　　　　　　じ

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　じ
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期　間 金　額

千円 千円

公 共 下 水 道 事 業（令和７年度分）    1,250,000 － －

公 共 下 水 道 事 業（令和７年度分）      800,000 － －

公 共 下 水 道 事 業（令和７年度分）    7,300,000 － －

公 共 下 水 道 事 業（令和８年度分）      925,000 － －

公 共 下 水 道 事 業（令和８年度分）    2,000,000 － －

債　　務　　負　　担　　行　　為

事　　　　　　　　　　　項 限　　度　　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生  ( 見 込 ) 額
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期　間 金　額 国・府支出金 企　業　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円

令和８年度まで   1,250,000 100,000 1,150,000  － －

令和９年度まで     800,000 400,000 400,000    － －

令和１１年度まで   7,300,000 3,650,000 3,650,000  － －

令和９年度まで     925,000 25,000 900,000    － －

令和１０年度まで   2,000,000 1,000,000 1,000,000  － －

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左　　　　の　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源
自 己 財 源

に　　関　　す　　る　　調　　書
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（単位：千円）

１．固　　定　　資　　産

（１）

（ｲ） 393,999

（ﾛ） 337,822

△ 124,495 213,327

（ﾊ） 276,257,020

△ 119,776,984 156,480,036

（ﾆ） 7,376,129

△ 5,423,998 1,952,131

（ﾎ） 19,450

△ 18,478 972

（ﾍ） 102,849

△ 44,891 57,958

（ﾄ） 1,626

△ 1,544 82

（ﾁ） 1,817,074

160,915,579

（２）

（ｲ） 26,880,353

（ﾛ） 568,659

（ﾊ） 27,717

27,476,729

（３）

（ｲ） 30,500

30,500

188,422,808固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産 合 計

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

無 形 固 定 資 産

庁 舎 利 用 権

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

そ の 他 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

令和８年度　東大阪市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額
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２．流　　動　　資　　産

（１）

（ｲ） 40

（ﾛ） 8,651,947

8,651,987

（２）

（ｲ） 1,427,271

（ﾛ） 666,865

（ﾊ） 315

（ﾆ） △ 28,919

2,065,532

10,717,519

199,140,327

現 金

営 業 外 未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金 合 計

貸 倒 引 当 金

そ の 他 未 収 金

未 収 金

営 業 未 収 金

現 金 預 金

預 金

現 金 預 金 合 計
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３．固　　定　　負　　債

（１）

91,180,540

91,180,540

（２）

（ｲ） 700,987

700,987

91,881,527

４．流　　動　　負　　債

（１）

9,199,711

9,199,711

（２）

（ｲ） 508,825

（ﾛ） 22,277

（ﾊ） 3,333,431

3,864,533

（３）

（ｲ） 56,619

（ﾛ） 11,842

68,461

13,132,705流 動 負 債 合 計

（ｲ）

（ｲ）

引 当 金 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 金 合 計

企 業 債 合 計

充 て る た め の 企 業 債

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

建設改良費等の財源に

未 払 金

営 業 未 払 金

営 業 外 未 払 金

そ の 他 未 払 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

充 て る た め の 企 業 債
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５．繰　　延　　収　　益

（１） 88,316,349

（２） △ 39,678,606

48,637,743

153,651,975

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額
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６．資　　　　本　　　　金 30,065,743

７．剰　　　　余　　　　金

（１）

（ｲ） 32,754

（ﾛ） 22,204

（ﾊ） 7,955

（ﾆ） 6,267,274

6,330,187

（２）

（ｲ） 3,985,235

（ﾛ） 5,107,187

9,092,422

15,422,609

45,488,352

199,140,327

当年度未処分利益剰余金

資　　　本　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

府 補 助 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

国 庫 補 助 金
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１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法　　

定額法

・ 主な耐用年数　

建物：20年～50年、構築物：10年～50年、機械及び装置：8年～20年、車両及

び運搬具：4年～5年、工具器具及び備品：4年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法　　

定額法

・ 主な耐用年数　

施設利用権：50年、庁舎利用権：50年

③ リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

（２） 引当金の計上方法

① 退職給付引当金

・ 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末下水道事業在籍職員にかかる

退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

② 賞与引当金

・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見

込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計

上している。

③ 法定福利費引当金

・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

の４か月分）を計上している。

④ 貸倒引当金

・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、期間別の実績率等による回収不能

見込額を計上している。

（３） 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注　記　表
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２． 予定貸借対照表等に関する注記

（１） 引当金の取崩し
① 退職給付引当金の取崩し

・ 令和８年度において、退職手当として３２,２５６千円を支給するため、退

② 賞与引当金の取崩し

・ 令和８年度において、期末手当及び勤勉手当として１７２,８２３千円を支

③ 法定福利費引当金の取崩し

・ 令和８年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として

こととしている。

④ 貸倒引当金の取崩し

・ 令和８年度において、不納欠損処理に充てるための費用として、貸倒引当

（２） 企業債の償還に係る他会計の負担

３３,６２６千円を支給するため、法定福利費引当金９,９１５千円を取り崩す

職給付引当金３２,２５６千円を取り崩すこととしている。

給するため、賞与引当金５０,１３５千円を取り崩すこととしている。

金５,８６１千円を取り崩すこととしている。

額は、４９,０９１,０８３千円である。

予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる
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     (単位：千円）

１．

(１) 下 水 道 使 用 料 6,257,987

(２) 他 会 計 負 担 金 7,053,000

(３) 受 託 事 業 収 益 212,941

(４) そ の 他 営 業 収 益 500 13,524,428

２．

(１) 管 き ょ 費 656,247

(２) ポ ン プ 場 費 350,335

(３) 水 質 規 制 費 36,910

(４) 普 及 促 進 費 95,400

(５) 維 持 管 理 負 担 金 等 3,471,129

(６) 受 託 事 業 費 179,759

(７) 業 務 費 389,234

(８) 総 係 費 257,904

(９) 減 価 償 却 費 7,824,077

(１０) 資 産 減 耗 費 109,666 13,370,661

153,767

３．

(１) 受 取 利 息 997

(２) 他 会 計 補 助 金 241,000

(３) 長 期 前 受 金 戻 入 2,118,161

(４) 雑 収 益 17,603 2,377,761

４．

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

(２) 雑 支 出 173,227 1,511,401 866,360

1,020,127

1,020,127

前年度繰越利益剰余金 836,888

その他未処分利益剰余金変動額 1,421,514

当年度未処分利益剰余金 3,278,529

営 業 収 益

経　 常 　利 　益

当 年 度 純 利 益

令和７年度  東大阪市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営　 業　 利 　益

(１) 1,338,174

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

営 業 費 用
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（単位：千円）

１．固　　定　　資　　産

（１）

（ｲ） 393,999

（ﾛ） 337,822

△ 111,116 226,706

（ﾊ） 272,265,498

△ 113,364,117 158,901,381

（ﾆ） 7,319,710

△ 5,218,611 2,101,099

（ﾎ） 19,450

△ 18,478 972

（ﾍ） 88,670

△ 39,478 49,192

（ﾄ） 1,626

△ 1,544 82

（ﾁ） 1,977,175

163,650,606

（２）

（ｲ） 27,168,644

（ﾛ） 591,980

（ﾊ） 27,312

27,787,936

（３）

（ｲ） 30,500

30,500

191,469,042

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

そ の 他 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

庁 舎 利 用 権

車 両 及 び 運 搬 具

令和７年度東大阪市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額
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２．流　　動　　資　　産

（１）

（ｲ） 40

（ﾛ） 10,270,164

10,270,204

（２）

（ｲ） 1,413,264

（ﾛ） 510,144

（ﾊ） 161

（ﾆ） △ 28,501

1,895,068

12,165,272

203,634,314

未 収 金 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金 合 計

未 収 金

営 業 未 収 金

営 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貸 倒 引 当 金

預 金

現 金 預 金

現 金
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３．固　　定　　負　　債

（１）

95,698,851

95,698,851

（２）

（ｲ） 634,749

634,749

96,333,600

４．流　　動　　負　　債

（１）

9,710,284

9,710,284

（２）

（ｲ） 558,815

（ﾛ） 49,738

（ﾊ） 3,467,205

4,075,758

（３）

（ｲ） 50,135

（ﾛ） 9,915

60,050

13,846,092

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

（ｲ）
建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

営 業 未 払 金

営 業 外 未 払 金

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

企 業 債

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

（ｲ）
建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計
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５．繰　　延　　収　　益

（１） 87,036,536

（２） △ 37,544,324

49,492,212

159,671,904

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額
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６．資　　　　本　　　　金 28,799,743

７．剰　　　　余　　　　金

（１）

（ｲ） 32,754

（ﾛ） 22,204

（ﾊ） 7,955

（ﾆ） 6,267,274

6,330,187

（２）

（ｲ） 5,553,951

（ﾛ） 3,278,529

8,832,480

15,162,667

43,962,410

203,634,314

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

府 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

国 庫 補 助 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額
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１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法　　

定額法

・ 主な耐用年数　

建物：20年～50年、構築物：10年～50年、機械及び装置：8年～20年、車両及

び運搬具：4年～5年、工具器具及び備品：4年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法　　

定額法

・ 主な耐用年数　

施設利用権：50年、庁舎利用権：50年

③ リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

（２） 引当金の計上方法

① 退職給付引当金

・ 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末下水道事業在籍職員にかかる

退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

② 賞与引当金

・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見

込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計

上している。

③ 法定福利費引当金

・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

の４か月分）を計上している。

④ 貸倒引当金

・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、期間別の実績率等による回収不能

見込額を計上している。

（３） 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注　記　表
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２． 予定貸借対照表等に関する注記

（１） 引当金の取崩し

① 退職給付引当金の取崩し

・ 令和７年度において、退職手当として１０,５３９千円を支給するため、退

② 賞与引当金の取崩し

・ 令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として１４８,８９５千円を支

③ 法定福利費引当金の取崩し

・ 令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として

こととしている。

④ 貸倒引当金の取崩し

・ 令和７年度において、不納欠損処理に充てるための費用として、貸倒引当

（２） 企業債の償還に係る他会計の負担

職給付引当金１０,５３９千円を取り崩すこととしている。

給するため、賞与引当金４３,６５８千円を取り崩すこととしている。

２８,３８０千円を支給するため、法定福利費引当金８,７１２千円を取り崩す

金６,４１８千円を取り崩すこととしている。

予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる

額は、５１,２７２,３３８千円である。
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